
≪自営業確認書類例≫ 

①『収支内訳書（最新のもの）』または『所得税青色申告決算書（最新のもの）』 

②開業して間もない場合は、『個人事業の開業・廃業等届出書』 

③上記①・②の書類がない場合は、パンフレットや事業にかかる経費の収支明細など 

自営業を行っていること（開始すること）が確認できるもの 

〇保育施設等入所申込における自営業従事者等の就労確認について 

 

 玖珠町では、幼稚園・認定こども園・保育所などの入所申込について、農業（林業）従

事者や自営業従事者の方は、就労証明書と住んでいる地区の民生委員さんの意見書により

保育の必要性を確認していました。しかし、昨今の働き方の多様化などにより民生委員さ

んが正確に就労実態を把握することが困難な状況となってきています。 

 このことから、令和６年度（令和６年５月以降の新規申込及び令和７年度の継続申込）

から民生委員さんの意見書を廃止し、事業所得の申告書類など他の添付書類の提出をお願

いすることとなりました。 

 

（１）対象者  法人格を有さない自営業従事者 

       例）農業従事者、林業従事者、飲食店経営、個人事業主の方 

 

 ※以下の方は対象としません（就労証明書のみの提出） 

 ①法人格（株式会社・有限会社など）の代表取締役 

 ②個人事業主のお店の従業員（個人事業主が雇用主として就労証明をするため）。 

 ③親族等が農業等の自営業従事者で、その専従者となっている場合。（親族等が雇用主

として就労証明をするため）。 

 

（２）提出書類 

  ≪現行≫ 就労証明書 ＋ 民生委員意見書 

 

 

≪令和６年度以降≫ 就労証明書 ＋ 自営業を営んでいることが確認できる書類 

 

 

 

 

 

   

    

（３）注意事項 

  ※就労証明書は、就労実態に基づき保護者（自営業従事者）本人が記入してください。 

  ※令和６年度以降、民生委員さんに意見書を依頼することは出来ません。 

  ※就労内容に虚偽等があった場合、入所の取り消しになる場合があります。 
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